[bookmark: _GoBack]介護テクノロジー伴走支援事業業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領

１　趣旨
本プロポーザル実施要領は、介護テクノロジー伴走支援事業業務（以下「本業務」という。）の実施に当たり、公募型プロポーザル方式（以下「本プロポーザル」という。）により最も的確な業者を選定するため、必要な事項を定めるものである。

２　業務の概要
（１）業務名
介護テクノロジー伴走支援事業業務委託
（２）業務内容
介護テクノロジー伴走支援事業業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり。
（３）履行期間
契約締結日から令和９年３月３１日まで
（４）提案上限額
９，７７６，８００円（消費税及び地方消費税を含む）
※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案内容の規模を示すものであることに留意すること。
※提案上限額は、基本業務費とモデル事業所３事業所分の伴走支援費の合計額を示すものである。モデル事業所の数が３に満たない場合は、実際に支援を実施した事業所の数に応じて委託料を精算するものとする。詳細は仕様書を参照すること。

３　参加資格要件
本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たすこととする。
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（２）参加申込書提出時点において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく更生手続き又は再生手続きを行っている者でないこと。
（３）本公募日から契約締結の日まで、国、地方公共団体等からの指名停止の措置を受けていないこと。
（４）政治団体、宗教団体またはそれに類する団体でないこと。
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者でないこと。
（６）租税を滞納していないこと。
（７）本業務を確実に遂行するための実施体制を構築できること。
（８）介護事業所における業務改善支援又はＩＣＴ・介護ロボット等テクノロジーの導入・活用支援に関する実績（再委託による実績を含む。）を有する人材を業務責任者として指定し、配置できること。なお、業務責任者の業務実績には、他の所属組織において受託した実績も含むものとする。

４　実施スケジュール
	項目
	日程※
	備考
	様式

	公募開始
	令和８年５月１８日（月）
	市公式ウェブサイトに掲載
	

	質問の受付期限
	令和８年５月２２日（金）
午後１時まで
	電子メールにより提出

	様式１

	質問に対する回答
	令和８年５月２６日（火）
	市公式ウェブサイトに掲載
	

	参加表明書提出期限
	令和８年５月２９日（金）
午後５時まで
	電子メールにより提出
	様式２
様式３
様式４
様式５

	参加資格審査結果通知
	令和８年６月　２日（火）
	電子メールにより通知
	

	企画提案書提出期限
	令和８年６月１２日（金）
午後５時まで
	電子メールにより提出
	様式６
様式７

	プレゼンテーション
	令和８年６月１７日（水）
予定
	オンラインにより実施
	

	審査結果の
通知
	令和８年６月２２日（月）
発送予定
	電子メールにより通知
	

	契約協議及び契約締結
	令和８年６月下旬予定
	
	


※各項目の日程については、都合により変更の可能性あり。

５　質問の受付及び回答
本プロポーザルに関する質問の受付及び回答については、次のとおりとする。
（１）質問の受付
ア　受付期限
令和８年５月２２日（金）　午後１時まで
イ　提出方法
質問書（様式１）により、本要領第１２項の事務局に受付期限までに電子メールにて提出すること。電子メール以外の方法による質問は受け付けない。また、電子メール送信後は事務局へ電話で受信確認すること。
（２）質問の回答
ア　回答期日
　　令和８年５月２６日（火）
イ　回答方法
　　市公式ウェブサイトに掲載することとし、個別の回答は行わない。

６　参加表明
本プロポーザルに参加しようとする者（以下「参加者」という。）は、次に定めるところにより参加表明に係る書類を提出するものとする。
（１）提出書類
ア　参加表明届（様式２）
イ　会社概要（様式３）
ウ　登記事項証明書
エ　滞納がないことを証する証明　※市内に営業所を有する事業者のみ。
オ　未納がないことを証する証明（その３の３）（国税）
カ　暴力団排除に関する誓約書（様式４）
キ　業務実績書（様式５）
介護事業所における業務改善支援又はＩＣＴ・介護ロボット等テクノロジーの導入・活用支援に関する実績（再委託による実績を含む。）を記入すること。
（留意事項）
証明書についてはすべて写し可、発行から３か月以内のものとする。
（２）提出期限
令和８年５月２９日（金）　午後５時まで
（３）提出方法
本要領第12項の事務局に提出期限までに電子メールにて提出すること。
電子メール以外の方法による提出は受け付けない。
また、電子メール送信後は事務局へ電話で受信確認すること。
なお、電子メールの添付ファイルのサイズが１０ＭＢを超える場合は、添付ファイルを分割する等の方法により提出すること。

７　参加資格審査と結果の通知
参加表明に係る書類により参加資格審査を行い、令和８年６月２日（火）に電子メールにて審査結果を通知する。

８　提案書類の提出
前項の審査により参加資格要件を満たすと認められた参加者（以下「提案者」という。）は、次に定めるところにより企画提案に係る書類を提出するものとする。
（１）提出書類
ア　企画提案書（様式任意）
表紙、目次等を含めＡ４判１２ページ以内とすること（必要に応じてＡ３判の使用も可）。
仕様書を確認の上、介護分野における生産性向上・テクノロジー活用の動向や他自治体・事業所の優良事例等も活用しながら、次の事項について具体的かつ分かりやすく提案し、記載すること。
（ア）モデル事業所の選定・支援方針
（イ）業務改善支援の具体的な手法・内容（現状把握から効果検証までの一連のプロセス）
（ウ）ＩＣＴ・介護ロボット等テクノロジーの選定・導入に関する支援方針
（エ）セミナー及び成果報告会の実施計画
（オ）モデル事業所の数が３に満たない場合の対応方針及び参加事業所の確保に向けた具体的な取組
（カ）業務実施スケジュール
イ　参考見積書（任意様式）
具体的な積算内容がわかるように内訳書を添付すること。
見積金額は消費税及び地方消費税を含む額とし、本要領第２項第４号の提案上限額以内の金額とすること。
なお、内訳書は次の区分ごとに金額を明示すること。
	区分
	費目

	基本業務費
	セミナー開催費（２回分）

	
	成果報告会開催費

	
	その他費用

	
	基本業務費　小計

	伴走支援費
	モデル事業所への伴走支援費（１事業所あたり）

	
	モデル事業所への伴走支援費（３事業所分）

	
	その他費用

	
	伴走支援費　小計

	合　計
	


※基本業務費と伴走支援費合計の合計額が、本要領第２項第４号の提案上限額以内となるよう積算すること。
ウ　業務工程表（任意様式）
Ａ４判１枚に業務の工程を記載すること。
エ　業務実施体制調書（様式６）
本業務を担当する業務責任者、担当者について、担当する業務内容等を記載すること。
オ　業務責任者調書（様式７）
業務実施体制調書に記載したうち、業務責任者について作成すること。
（２）提出期限
令和８年６月１２日（金）　午後５時まで
（３）提出方法
本要領第１２項の事務局に提出期限までに電子メールにて提出すること。
電子メール以外の方法による提出は受け付けない。
また、電子メール送信後は事務局へ電話で受信確認すること。
なお、電子メールの添付ファイルのサイズが１０ＭＢを超える場合は、添付ファイルを分割する等の方法により提出すること。

９　最優秀提案者の選定
「介護テクノロジー伴走支援事業業務委託プロポーザル審査委員会」（以下「審査会」という。）において、審査（書類審査、プレゼンテーション、ヒアリング）を行い、本業務に最も適切な者を選定する。なお、応募が１者であっても審査し、適否を判断する。
（１）実施方法（案）
ア　実施方式　対面またはオンラインによる企画提案プレゼンテーション
イ　予定日　令和８年６月１７日（水）
※開始時刻については、別途通知する。
ウ　所要時間等　５０分程度（提案者からの説明２０分、質疑応答３０分）
エ　説明　出席者は１者３名までとし、提出した提案書類に沿って説明すること。追加資料の使用は認めないが、提案書の要約である説明用スライドの投影は許容する。なお、プレゼンテーションは非公開とする。
オ　説明者　説明は、本業務に実際に参加する者が行うこと。
（２）審査方法（案）
ア　業務実績、企画提案、見積金額、プレゼンテーション等について、下記評価基準に基づき総合的に審査を行う。
※ 応募者多数の場合は、評価基準の評価項目「１ 企業評価」を中心とした書類審査によりプレゼンテーションへの参加可否を決定する場合がある。
（評価基準）
	評価項目
	評価事項
	配点

	１
	企業評価
	介護分野における業務改善支援・テクノロジー導入支援の実績、実施体制
	２０

	２
	業務工程
	的確性、妥当性、実現可能性等
	１０

	３
	提案評価
	業務理解度、支援手法の具体性・創意工夫、モデル事業所への支援内容、テクノロジー活用の提案等、モデル事業所確保に向けた取組の具体性	
	６０


	４
	見 積 書
	見積金額の妥当性、基本業務費と伴走支援費の積算の妥当性
	１０


	合　　計
	１００


イ　各審査員の評価点の合計を審査委員の数で除した総合評価点数が６０点以上を得た者の中で、総合評価点の最も高い事業者を第１優先交渉権者とする。
ウ　総合評価点が同点で優劣がつかないときは、見積価格の低い事業者を第１優先交渉権者とする。
エ　審査の結果は、審査会終了後参加者全員へ通知する。
オ　審査結果に対する異議等は受理しない。
カ　総合評価点が１位であっても、仕様書に沿わない場合や得点が著しく低い審査項目がある場合は、第１優先交渉権者に選定しないことがある。
（３）その他
ア　提案内容等に疑義が生じた場合、必要に応じてメール等により照会を行う。
イ　実施方法や審査方法については、正式に決定した上で、プレゼンテーション実施までに別途通知する。

10　契約の締結
（１）第１優先交渉権者と本業務委託の契約締結交渉を行うものとする。選定された提案書の記載事項は、原則として契約時に業務委託仕様として採用することを想定しているが、協議調整の上、決定する。この場合に、市は必要に応じて第１優先交渉権者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において修正を求めることができるものとする。
（２）第１優先交渉権者と協議が整わない場合や、第１優先交渉権者が契約締結までに参加資格要件に規定する条件のいずれかを満たさなくなった場合、事故等の特別な事由により契約が不可能となった場合においては、次点交渉権者と契約締結の交渉を行うものとする。
（３）参加申込者が１者の場合であっても審査を実施し、その提案内容が審査基準を満たすと認められる場合は、その事業者を受託候補者として選定し、上記協議を行う。
（４）契約保証金については、宇部市財務規則（昭和４４年宇部市規則第４号）第９８条第１項の規定により、契約金額の１００分の１０以上とする。ただし、同規則第９９条の規定に該当する場合は、免除等することがある。

11　留意事項
（１）提案募集に参加する場合は、本業務委託プロポーザル実施要領、仕様書等を熟読し、それらを遵守すること。
（２）本プロポーザルに係る実施要領・審査等に関する異議は受け付けない。
（３）本プロポーザル参加に要する一切の費用は、提案者の負担とする。
（４）市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合がある。
（５）企画提案書は１者につき１案とする。
（６）提出した書類の全部又は一部を変更することはできない。ただし、脱漏又は不明確な表示があった場合等において、市が認めた場合はこの限りではない。
（７）提案、その他手続きに使用する言語及び通貨は、日本語及び日本法定通貨に限る。
（８）提出書類に虚偽の記載をした場合は、指名停止等の措置を行うことがある。
（９）他の応募者から提出される企画提案書等は閲覧できない。
（10）提出された書類は一切返却しない。
（11）電子メール等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。
（12）市が提供する資料は、提案の検討以外の目的で使用してはならない。また、応募者は、本件に際して知り得た情報を第三者に漏洩してはならない。
（13）次のいずれかに該当する場合は失格とする。
ア　参加資格の要件を満たさなかった場合
イ　企画提案書等が提出期限までに提出されなかった場合
ウ　提出書類に虚偽の記載があった場合
エ　プレゼンテーションに参加しなかった場合
オ　選定の公平性を害する行為があった場合
カ　前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為があった場合
（14）書類提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、速やかに事務局に連絡するとともに、書面（様式８）により申し出ること。
（15）モデル事業所の数が３に満たない場合においても、基本業務費（セミナー開催、モデル事業所選定支援、成果報告会、打合せ・報告書作成等に係る費用）については、業務を実施した実績に基づき、市と協議の上、支払うものとする。ただし、伴走支援費については、実際に伴走支援を実施したモデル事業所の数、業務改善の実施状況に応じて、市と協議の上、精算するものとし、支援を実施しなかった事業所分の委託料は支払わないものとする。なお、精算にあたっては、業務完了後に受託者が精算報告書を提出し、市が内容を確認の上、支払額を確定するものとする。

12　事務局（問合せ先及び提出先）
宇部市　健康福祉部　介護保険課
〒７５５-８６０１　宇部市常盤町一丁目７番１号
電話：０８３６－３４－８２９８
ファックス：０８３６－２２－６０２６
メールアドレス：kaigo@city.ube.yamaguchi.jp
2

